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資料 １ 

 

 

 

１ 計画事業の進捗状況及び評価について 

 

◎ 〇 △ ×

（１）生きがいづくりと社会参加の促進 9 5 3 1

（２）健康づくり　 9 6 3

（３）自立支援と重度化防止　 14 9 4 1

32 20 10 1 1

(62.5%) (31.3%) (3.1%) (3.1%)

（１）あんしんケアセンターの機能強化　 5 3 2 0

（２）地域ケア会議の強化　 3 1 2

（３）切れ目のない在宅医療・介護連携の推進　 8 6 1 1

（４）エンディングサポート　 3 3

（５）安心して暮らせるための地域等による支援　 13 6 5 1 1

（６）災害・感染症対策　 9 4 4 1

41 23 14 3 1

(56.1%) (34.1%) (7.3%) (2.4%)

（１）認知症への理解の促進　 6 5 1

（２）認知症予防に向けた活動の推進　 2 1 1

（３）医療・ケア・介護サービス体制の向上　 10 9 1

（４）認知症バリアフリーの推進と認知症の人の社会参加支援　 4 2 2

（５）権利擁護体制の充実　 4 3 1

26 20 4 1 1

(76.9%) (15.4%) (3.8%) (3.8%)

（１）低介護保険施設等の計画的な整備　 3 1 1 1

（２）在宅支援サービスの提供体制の整備　 1 1

（３）その他介護保険外サービス等による高齢者の居住安定の確保支援　 7 4 1 2

11 5 0 2 4

(45.5%) (0.0%) (18.2%) (36.4%)

（１）適正な介護サービスの提供　 2 1 1

（２）公正で効率的な介護認定体制の構築 3 2 1

（３）介護人材の確保・資質の向上及び定着の支援 10 7 3

（４）低所得者への配慮 2 2

17 12 0 4 1

(70.6%) (0.0%) (23.5%) (5.9%)

127 80 28 11 8

(63.0%) (22.0%) (8.7%) (6.3%)

自己評価
取組方針 主要施策内容

事業
数

計（件）

評価割合（％）

Ⅱ

支援が必要に
なっても自分ら
しく地域で暮ら
し続けられるま
ちを目指して

計（件）

評価割合（％）

Ⅰ

高齢者が生きが
いを持って元気
でいるための地
域づくりを目指
して

計（件）

評価割合（％）

Ⅳ

必要なサービス
が必要としてい
る高齢者に届く
安心なサービス
提供体制を目指
して

計（件）

評価割合（％）

Ⅲ

だれもが安心で
きる認知症にや
さしい社会を目
指して（認知症
施策推進計画）

Ⅴ
適正な介護を提
供するために

計（件）

評価割合（％）

合計（件）

全事業評価割合（％）

【自己評価基準】

達成率（◎：80％以上、〇：60～79％、△：30～59％、✕：29％以下）
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２ 計画目標を達成できなかった取組事業について 

 

指標項目（単位） （R３） （R４） （Ｒ５）

参加者延べ人数 （人） 5,500 5,500 5,500

認知症初期スクリーニング簡易検
査実施者数（人）

6,000 8,000 10,000

整備量（募集数） 　（人） 27 27 27

➀　整備量（募集数） 　（か所） 1 1 1

②　整備量（募集数） 　（か所） 1 1 1

Ⅳ
(2)
1

地域密着型サービ
ス事業所の整備

地域包括ケアシステムを構築する上で
重要なサービスの一つとして地域密着
型サービス事業所の計画的な整備を行
います。
➀小規模多機能型居宅介護(看護小規
模多機能型居宅介護を含む）
全ての日常生活圏域に１か所以上、早
期に整備されることを目指します。
②定期巡回・随時対応型訪問介護看護
各区に複数の事業所が早期に整備され
ることを目指します。

【実績】
①（看護）小規模多機能型居宅介護は、整備空白圏域を対象と
した公募を行い、建設費及び開設準備経費を助成し整備を進め
る計画だったが、応募があったものの本申請に至らなかった。
②定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、整備空白区を対象
とした公募を行い建設費及び開設準備経費を助成し整備を進
める予定だったが、応募があったものの、本申請に至らなかっ
た。

【今後の対応策】
①（看護）小規模多機能型居宅介護は、整備空白圏域を対象と
した公募を行い、建設費及び開設準備経費を助成し整備を進め
る。
②定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、整備空白区を対象
とした公募を行い建設費及び開設準備経費を助成し整備を進
める。

Ⅲ
(2)
1

認知症の早期発見
の重要性を含む認
知症予防について
の理解促進

認知症の早期発見の重要性をホーム
ページやパンフレットにより周知するとと
もに、市医師会が作成した認知症の簡
易検査を行うチェックリストを市ホーム
ページで実施いただくことで、認知症の
早期発見・対応に繋げます。

【実績】
市ホームページ（認知症ナビ）内に認知症の簡易検査のチェック
リストを掲載した。
簡易検査実施者数：368人

【今後の対応策】
認知症ケアパスの活用や、認知症サポーター養成講座内での
周知を通じ、認知症ナビ及び簡易検査の積極的な利用を促し、
認知症の早期発見・早期対応に繋げる。

Ⅳ
(1)
2

認知症対応型共同
生活介護（認知症
高齢者グループ
ホーム）の整備

待機者が解消されていないことを踏ま
え、認知症高齢者が住み慣れた地域で
生活を継続できるよう、地域バランスを
考慮して計画的に整備します。

【実績】
(看護）小規模多機能型居宅介護事業所の公募において、認知
症対応型共同生活介護事業所を併設することを可能として事業
者募集を行ったが、応募があったものの、本申請には至らな
かった。

【今後の対応策】
令和4年度の（看護）小規模多機能型居宅介護事業所の公募数
を令和3年分の枠を上乗せした数にすることにより、それに併設
される認知症対応型共同生活介護事業所の整備も図る。

Ⅰ
(3)
9

地域活動支援

介護予防の「ちばし いきいき体操」など
を行う住民主体の場を充実するために、
介護予防に資する地域活動組織の育成
及び支援を行います。

【実績】
新型コロナウイルスの影響により団体の活動が制限され、参加
延人数は１，０４５名であった。
現地での活動支援が行えなかったことへの対応として、千葉市
ホームページ、ＹｏｕＴｕｂｅによる筋力及び口腔の運動の配信し
た他、電話、紙面での支援を実施した。

【今後の対応策】
新型コロナウイルス感染症拡大状況下において、地域の通いの
場は、継続した活動や長期的な計画を立てることが難しく、支援
回数が増えない状況。通いの場の再開支援も含め、現状に対
応した活動を行っていく。

Ⅱ
(5)
9

高齢者等を対象者
としたペットによる
生きがいづくり

高齢者が生きがいを持ち、安心してペッ
トと生活できる環境をつくるため、一時飼
育ボランティアへの高齢者の参加促進
や、高齢者が将来ペットを飼育できなく
なった場合に備えた支援をモデル的に
実施します。

【実績】
新型コロナウイルス感染症の影響により、協定締結および事業
実施を延期した。

【今後の対応策】
現状では、社会福祉法人等が引き取り可能な頭数が少ないた
め、新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、早期の事業
開始に向けた準備を進めながら、事業開始後の必要な対応に
ついて検討していく。

第８期における具体的な取組
事業名（所管事業名）

目標（事業内容）
令和3年度実績と今後の対応策
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指標項目（単位） （R３） （R４） （Ｒ５）

立入検査件数 （件） 15 7 7

65 歳以上の人口に対する高齢者向け
住宅の割合（％）

助成件数 （件） 11 11 11

集団指導の開催回数（回） 1 1 1

ケアプラン点検の実施件数（件） 65 65 65

実地指導数（居宅サービス系）（件） 250 250 250

実地指導数（施設・入所系）（件） 75 75 75

第８期における具体的な取組
事業名（所管事業名）

目標（事業内容）
令和3年度実績と今後の対応策

増加（H28年度末3.5％、
R７年度末目標値4.0%）

Ⅳ
(3)
2

サービス付き高齢
者向け住宅の適切
な管理・運営

サービス付き高齢者向け住宅の供給促
進を図るとともに、適切な管理・運営が
行われるよう、登録審査や立入検査、定
期報告を実施します。

【実績】
・新規登録、5年ごとの更新登録、変更登録を随時実施した。更
新が必要な物件については3か月前に更新案内通知を送付し
た。
・毎年10月に定期報告書の提出を求め登録内容等の確認を実
施した。
・立入検査件数：0件
・サービス付き高齢者向け住宅の登録数：61件、2450戸
・高齢者向け住宅数：（9670人、戸）
・65歳以上の人口に対する高齢者向け住宅の割合：3.77%

【今後の対応策】
令和3年度に予定していた立入検査が、コロナの影響で先送り
になってしまい目標を達成できなかったため、令和４年度に併せ
て行うこととする。

Ⅳ
(3)
4

住宅確保要配慮者
への円滑入居支援

高齢者等の住宅確保要配慮者に対して、民間賃
貸住宅への円滑な入居を支援するため、家賃債
務保証料を助成します。

【実績】
（助成件数）
R3:０件、R2：５件、R1：３件
※R3については、助成対象外となる生活保護受給者のみの入
居であった。

【今後の対応策】
住宅確保要配慮者（高齢者、障害者、低額所得者等）の入居支
援の前提として、受け皿となる登録戸数を増やすことが重要で
あり、そのためには不動産関係団体との連携が必要となる。
住宅確保要配慮者の受け皿を増やし、助成件数の増加へもつ
なげていきたい。

Ⅴ
(1)
2

介護保険給付の適
正化（事業所）

給付の適正化を図るため、引き続き事
業者実地指導、介護保険事業者集団指
導などを行い、業務に必要な情報の周
知や違反事例に対する指導を行ってい
きます。
情報提供を行う際には、ホームページへ
の掲載、メールでの送付に加え、動画に
よる配信など効果的、効率的な手法を
検討、実施していきます。
居宅介護支援事業所に対しては、実地
指導の際に、ケアプラン点検を実施しま
す。

【実績】
・５件の実地指導を実施し、適正なサービス確保を図った。
・令和3年度は新型コロナウイルス感染拡大を受け集団指導等
を書面開催(HP公開)にし、事業運営等に必要な情報を提供した
ほか、日頃よりホームページ・電子メールその他の方法により、
事業運営に必要な情報を適宜提供してきた。なお、実地指導は
感染動向が見通せないため、苦情対応の2件に止まったが、一
定回数を超える訪問介護サービスを位置付けたケアプランの届
出に基づくケアプラン点検は実施し、必要な助言を行ってきた。

【今後の対応策】
・新型コロナウイルス感染拡大時期においては、その防止の観
点から実地指導を中止せざるを得ず、感染拡大防止と指導によ
る適正化の両立が課題。
限られた人員による効率的で実効性のある指導の実施も課題と
なっており、根拠法令や留意事項等の共有を図りOJTを充実す
ることで、知識の共有化、指導の標準化を図る。


